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研究成果の概要（和文）：民事裁判の要件事実論実装用の言語としてPROLEGと呼ばれる論理型言語を開発し、要件事実
論の教科書の演習問題をPROLEGで記述し、その紛争解決過程が専門家と一致することを検証した。さらに、このシステ
ムの推論エンジンは主要ルールと例外を持つような法律ならばすべて適用できることが分かったので、憲法や刑法にお
ける裁判パターンについても記述実験を行った。また、デバッグツールの開発として、要件事実のブロック図を推論過
程から自動的に出力するシステムを作成した。これは、主要ルールの要件および例外について2種類の矢印を使うこと
で、何が要件で、何が例外であるかが明確に理解できるようになった。

研究成果の概要（英文）：We develop a programming language called PROLEG which implements Japanese Presuppo
sed Ultimate Fact Theory (JUF theory) for civil litigation. We described various questions in a text book 
of JUF theory and verified equivalence of PROLEG reasoning process and lawyer's reasnoning process. Moreov
er, we found that PROLEG can be used for other law domains such as constitutional law and penal code to de
scribe various cases in these domains. We also implemented a visual debug tool for PROLEG reasoning proces
s which is equivalent to "block diagram" in JUF theory.
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１．研究開始当初の背景 
司法制度は、国民が自らの権利を実現する
うえでの究極の制度といえる。なぜなら、国
民生活において犯罪や民事上の紛争が生じ
た場合は、国民が私的に復讐や強制執行をす
ることはできず、法治国家として究極的には
裁判によってそれらの問題を解決せねばな
らないからである。しかし、現在、日本の司
法制度については多くの問題点が指摘され
改革が進行中である。その主な問題点として
は、過疎地における法曹人口の過少問題、及
び知財訴訟等一部の裁判の長期化問題があ
る。 
また、高度情報化社会により社会制度が複
雑になり、インターネット上のプライバシー
や名誉棄損や著作権侵害など、今までの物質
社会とは大きく内容も形式も異なる諸問題
が発生しており、情報に関する法制度の制定
が喫緊の課題となってきている。申請者はこ
の問題を解くカギは、ロースクール制度導入
のような法曹人口の増加のような人海戦術
による解決では十分ではなく、計算機による、
より高度な支援を用意するべきであると考
える。なぜならば、社会制度が複雑になれば
それだけ考慮すべき要素が組み合わせ的に
増大し、早晩人間の手に負えないような状況
になるのは目に見えているからである。その
ためには、情報学から法学に対しての本質的
な寄与が必要になってきていると考えた。 
２．研究の目的 
(1) 申請者が発見した要件事実論と論理プロ
グラミングの対応関係を用いて、民事裁判に
おける要件事実論にもとづく法的推論手法
を計算システムとして実装する。 
(2) そのシステム上に民法および民事判例を
知識ベースとして構築して、実務や教育の場
面で試用することで論理プログラミング技
術を法的推論へ実用的に応用できるかを検
証する。 
３．研究の方法 
当初の計画は以下のようであった。 
平成 23 年度：論理プログラミングによる要
件事実知識ベースのプロトタイプシステム
構築およびオントロジーを含む法的知識表
現の検討ならびに自然言語で書かれた判例
から関連知識を自動的に抽出する手法の検
討を行う。 
平成 24 年度：前年度に検討を行った各手法
を結合した実用規模の要件事実知識ベース
の構築および、その開発のための支援システ
ムであるブロックダイアグラム生成システ
ムの実装を行う。 
平成 25 年度：要件事実知識ベースおよびブ
ロックダイアグラム生成システムを用いて
実務での内部試用および教育での試用を通
じて本枠組みの有効性検証を行うとともに、
要件事実知識ベースを利用して高次推論技
術の応用を考える。 
上記計画のうち平成 24 年度に実際的応用
をしなくてもある程度有効性が検証できた

と考えたので、より野心的なテーマである、
自然言語で書かれた事例と本システムの融
合についての検討を開始した。 
４．研究成果 
要件事実論実装用の言語として PROLEG と
呼ばれる論理型言語を開発した。そして、民
法や判例の知識ベースのプロトタイプシス
テムを作り上げることを行った。その際に記
述した知識ベースの妥当性を検証するため、
要件事実論の教科書の演習問題を PROLEG で
記述し、その紛争解決過程が専門家と一致す
るかのチェックを逐一行った。 
民法の実装については、契約法を題材とし
て、重点的に実装した。しかし、上記の問題
集を解くには、他の部分の実装も必要であっ
たため、民法総則や物権法周りの実装も同時
に行った。 
さらに、PROLEG は主要ルールと例外を持つ
ような法律ならばすべて適用できることが
分かったので、憲法や刑法における裁判パタ
ーンについても記述実験を行った。 
また、デバッグツールの開発として、要件
事実のブロック図を PROLEG 推論過程から自
動的に出力するシステムを作成した。これは、
主要ルールの要件および例外について2種類
の矢印を使うことで、何が要件で、何が例外
であるかが明確に理解できるようになった。
また、文形式の出力結果の推論エンジンを変
更して、すべての可能な論証を一つのブロッ
ク図の中で表現できるようにした。 
 その後、自然言語で書かれた法律文書を自
然言語処理解折から PROLEG に変換する問題
に着手し、その対象として司法試験の短答式
問題文に限定して、基本動作の確認を行い、 
司法試験の問題文からその関連条文を検索
するタスクにおいて，専門用語に関する語彙
知識とドメイン知識をゆるく組み合わせた
語彙ネットワークを構築・利用する方法を提
案し、司法試験の問題文に対して構文解析・
述語項構造解析を適用し、述語項構造を得る
実験を行った。この結果を用いて、論理表現
への変換を行い、PROLEG との結合の可能性に
ついて検討した。 
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